
環境保護と産業競争力向上の両立に向けて経済社会システム全体の変革を行う「グリーントランス
フォーメーション（GX）」が、デジタルトランスフォーメーション（DX）に次ぐ成長戦略として、欧
米を中心に広がりを見せています。GXが重要視される背景には、世界で深刻さを増している地球温暖
化をはじめとした世界的な気候変動への危機感があります。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）
第６次評価報告書（2021年８月）は、1750年以降、温室効果ガスの増加は人間活動によって引き起こ
されたことに疑う余地がないとし、世界平均気温は考慮した全ての排出シナリオにおいて少なくとも
今世紀半ばまでは上昇を続け、向こう数十年の間に温室効果ガスの排出が大幅に減少しない限り、21
世紀中に1850～1900年と比較して1.5℃及び２℃の地球温暖化を超えると発表しました。　
わが国においても2020年10月に政府は2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにす

る、カーボンニュートラル（CN）を目指すことを宣言しました。2021年４月には2030年度の新たな目
標として、温室効果ガスの排出を2013年度から46％削減することを目指し、さらに50％の高みに向
けて挑戦を続ける方針を発表しました（図表１）。CNの達成は今や世界共通の目標となり、温暖化へ
の対応を経済成長の制約やコストとする時代は終わり、成長の機会と捉える時代になりつつありま
す。わが国がCNを実現し、さらに世界全体のCN実現にも貢献しながら、そのための対応を成長の機
会として捉え産業競争力を高めていくためには、CNにいち早く移行するための挑戦を行い、国際ビジ
ネスで勝てるような企業が自社以外のステークホルダーも含めた経済社会システム全体の変革である
GXを牽引していくことが重要となります。
こうした背景から2022年２月に経済産業省は、GXへの挑戦を行う企業が温室効果ガスの排出量削
減に貢献しつつ、外部から正しく評価され成長できる社会（経済と環境および社会の好循環）を目指
し、同様の取り組みを行う企業群や官・学と共に協働する場としてGXリーグを設立しました。参画す
る企業には自らの排出削減だけでなく、自らのサプライチェーンや、生活者、教育機関、NGO等の市
民社会など幅広い主体と協議し、炭素中立型の市場設計を先導する役割が求められます。440社が賛
同を表明したGXリーグでは、①未来社会像対話の場、②市場ルール形成の場、③自主的な排出量取引
の場、の３つのプロジェクトが2023年度に本格稼働し、先駆的取組を主導する事業者間での対話を通
じた政策形成が行われます（図表２）。GXリーグの施策によって、2050年CNが加速し、新たなビジネ
スモデルの創出やグリーン市場の拡大につながるGX社会の実現が期待されます。
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日本の育児休業制度の男性の取得率は、
2019年度は7.48％でしたが、2020年度12.65％
となり、前年度から５％以上増えています※１。
男性の育休取得は少しずつ浸透しつつあると
いえますが、女性が毎年約８割程度取得して
いるのに比べると、まだ大きな差があると言
えます。また、「とるだけ育休」という言葉もあ
るようで、育児休業は単に夫が休むだけで、家
事や育児はまだ女性、妻が担うことが多いよ
うです。夫の育休は妻の心身の負担軽減にな
らないばかりか、「かえって夫の世話の負担が
増えてたいへん」という言葉を聞くこともあ
り、夫の育休取得を心から喜べない状況があ
るようです。
日本では、「里帰り出産」が多く行われてい

ます。里帰り出産によって、妻は赤ちゃんと一
緒に過ごし、ぎこちなかった抱っこもだんだ
んとできるようになり、時間がかかっていた
おむつ替えも、回を重ねるごとにスムーズに
できるようになるでしょう。里帰りが終わり、
夫と妻と赤ちゃんの３人での生活が始まり、
夫がおむつ替えすると時間がかかり、慣れな
い夫が抱っこしても泣き止まない、となれば
「やっぱりママの方がいいよね」と、妻に子育
て負担がかかることになります。こうした差
を埋めるためにも夫の育休取得が重要となっ
てきます。
育休をとることだけが、妻の産後の生活や

育児を支えるわけではありませんが、「赤ちゃ
んが生まれたら、どのような体制で育児をし
ていくのか」を生まれる前から、夫婦で十分考
えることは必要です。
そのためには、夫婦間のコミュニケーショ

ンがとても大切です。案外、夫婦でも言うべき
ことを言えない、言っていないということは

ありませんか。例えば、妻が昼間、上の子と赤
ちゃんとのお世話をして、家事もするとなる
と、結構夕方になるとへとへとに疲れます。し
かし、妻は働いている夫の方が疲れているか
らと、家事・育児一切を自分が行っていると、
夫は、妻一人でも十分、家のことはできると
思っているかもしれません。そうではないと
いうことを知ってもらうためにも、妻は「疲れ
て、できな～い！」と口に出して言ってみるこ
とも必要かもしれません。夫も、妻がぎりぎり
頑張っていることに少し思いを巡らし、「今
日、１日たいへんだったよね。」と労いの言葉
をかけ、夫婦がお互いに思っていることを伝
えあうことが大切です。このコミュニケー
ションを重ねていき、お互いを認めあう関係
でいると、「産後のたいへんな時期、子育て期
を夫婦で一緒に乗り越えた」という実感が残る
と思います。
子育て期は長いようでもあっという間です

が、子どもが小学生になり、思春期を迎える
と、その時期によってさまざまな悩みも出て
きます。子育て期を二人で一緒に過ごしてい
くことで、何かあった時も、あの子育ての時期
のように夫婦・家族で一緒に乗り越えられる
という自信が持てるのではないでしょうか。
そのためには、夫婦でも自分の思っている

ことをお互いに伝えあうことを行っていくこ
とが大切です。だからこそ、まずは、産休・育
休の過ごし方を夫婦で具体的に話し合い、コ
ミュニケーションを深めていくことは、長い
これからの夫婦の生活においても大切なこと
だと考えます。
※１厚生労働省：育児・介護休業法の改正について

～男性の育児休業取得促進等～
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/00851662.pdf
［2022.06.05.アクセス］

図表１ 2050年カーボンニュートラルの実現 図表２ GXリーグが提供する３つの場（プロジェクト）

（資料）経済産業省「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長
戦略（概要資料）2021年6月18日」を基に三十三総研作成 （資料）経済産業省「GXリーグ基本構想」を基に三十三総研作成
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参画企業に加え、官学民の幅広いス
テークホルダーがワーキンググループ
を構成して、生活者に対して2050年
CNのサステイナブルな未来像と、そ
こに向けた経済社会システムの移行
像を示す。

上記の未来像の実現に向けたルール
メイキングの議論を進めることによ
り、進展する技術の社会実装・事業化
に向けた機会拡大と、市場創出、生活
者への価値提供を更に加速させる。

高い排出量削減目標を自主的に掲
げ、その達成に向けた取組状況の報
告と、カーボン・クレジット市場を通じ
た自主的な排出量取引を行う。

①未来社会像対話の場

プロジェクト 内　　　容

②市場ルール形成の場

③自主的な排出量取引の場
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グリーントランスフォーメーション（ＧＸ）夫婦で話そう産休・育休のこと
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